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一
、
は
じ
め
に⑴

　

既
に
山
田
（
二
〇
二
三
、
七
六
ペ
ー
ジ
）
に
お
い
て
指

摘
し
た
よ
う
に
、
代
表
的
な
年
金
制
度
と
し
て
、D

B

（D
e 

fined Benefit

、
確
定
給
付
年
金
）
とD

C

（D
efined Co 

ntribution

、
確
定
拠
出
年
金
）
が
あ
る
。
Ｄ
Ｂ
で
は
給

与
や
勤
続
年
数
な
ど
の
要
素
に
基
づ
い
て
約
束
さ
れ
た
年

金
が
支
払
わ
れ
る
。
ス
ポ
ン
サ
ー
（
企
業
年
金
の
場
合
で

あ
れ
ば
、
通
常
は
雇
用
主
）
は
、
約
束
さ
れ
た
年
金
が
支

払
わ
れ
る
こ
と
を
保
証
す
る
。
年
金
は
生
涯
に
わ
た
る
収

入
を
提
供
す
る
が
、
退
職
一
時
金
が
含
ま
れ
る
場
合
も
あ

る
。
ス
ポ
ン
サ
ー
は
、
年
金
受
給
者
が
予
想
よ
り
も
長
生

き
し
て
年
金
債
務
が
高
額
に
な
る
リ
ス
ク
（
長
寿
リ
ス

ク
）
と
資
産
の
投
資
リ
ス
ク
の
両
方
を
引
き
受
け
る
。
一

方
、
Ｄ
Ｃ
は
保
証
さ
れ
た
年
金
を
提
供
す
る
も
の
で
は
な

く
、
代
わ
り
に
退
職
後
に
使
え
る
資
金
を
提
供
す
る
。
年

金
口
座
の
価
値
は
投
資
収
益
や
拠
出
金
な
ど
の
要
因
に
応

じ
て
増
減
す
る
こ
と
に
な
る
。
そ
し
て
、
長
寿
リ
ス
ク
と

投
資
リ
ス
ク
は
個
々
の
加
入
者
が
引
き
受
け
る
。

　

こ
う
し
た
制
度
に
対
し
て
、
両
者
の
中
間
的
な
性
格
を

持
つCD

C
（Collective D

efined Contribution

）
と
呼

デ�

ン
マ
ー
ク
のCD

C

（Collective D
efined Contribution

）
に
つ
い
て山　

田　

直　

夫
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ば
れ
る
制
度
が
あ
る
。
Ｃ
Ｄ
Ｃ
で
は
、
ス
ポ
ン
サ
ー
と
加

入
者
の
両
方
が
退
職
後
の
収
入
を
提
供
す
る
共
同
基
金
に

拠
出
す
る
。
拠
出
さ
れ
た
資
金
は
こ
の
共
同
基
金
が
管
理

す
る
。
年
金
の
水
準
は
あ
く
ま
で
も
目
標
で
あ
り
、
Ｄ
Ｂ

の
よ
う
に
保
証
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
Ｃ
Ｄ
Ｃ
を

導
入
し
て
い
る
国
と
し
て
オ
ラ
ン
ダ
、
イ
ギ
リ
ス
、
デ
ン

マ
ー
ク
な
ど
が
あ
る
。

　

本
稿
で
は
こ
れ
ら
の
導
入
国
の
う
ち
、
デ
ン
マ
ー
ク
に

注
目
す
る
。
デ
ン
マ
ー
ク
の
特
徴
は
、
企
業
年
金
で
は
な

く
、
公
的
年
金
の
一
部
に
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
要
素
を
持
つ
制
度
が

組
み
込
ま
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は

デ
ン
マ
ー
ク
の
公
的
年
金
を
中
心
に
み
て
い
く
こ
と
と
し

た
い
。
な
お
、
オ
ラ
ン
ダ
で
は
二
〇
二
三
年
に
企
業
年
金

を
す
べ
て
Ｄ
Ｃ
に
移
行
す
る
と
い
う
大
き
な
改
革
が
行
わ

れ
て
お
り
、
オ
ラ
ン
ダ
に
つ
い
て
は
別
稿
で
詳
し
く
論
じ

る
予
定
で
あ
る
。
ま
た
、
山
田
（
二
〇
二
三
）
で
は
イ
ギ

リ
ス
の
Ｃ
Ｄ
Ｃ
を
め
ぐ
る
議
論
に
つ
い
て
検
討
を
し
て
い

る
。

　

本
稿
の
構
成
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
次
の
二
節
で

は
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
特
徴
を
確
認
す
る
。
続
く
三
節
で
は
デ
ン

マ
ー
ク
の
年
金
制
度
を
紹
介
す
る
。
最
後
の
四
節
で
は
Ｃ

Ｄ
Ｃ
を
含
む
デ
ン
マ
ー
ク
の
年
金
制
度
の
特
徴
を
ま
と
め

る
。
な
お
、
本
稿
で
は
一
デ
ン
マ
ー
ク
ク
ロ
ー
ネ
（
Ｄ
Ｋ

Ｋ
）
＝
二
一
・
五
七
円
と
す
る
。

二
、
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
特
徴

　

本
節
で
はM

irza-D
avies

（2022

）、O
w

adally et al

（2021

）を
も
と
に
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
特
徴
に
つ
い
て
説
明
を
す
る
。

　

主
な
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、
以
下
の
点
が
挙
げ

ら
れ
る
。

・�　

単
一
の
パ
ッ
ケ
ー
ジ
：
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
加
入
者
は
同
じ
ス

キ
ー
ム
の
中
で
年
金
の
積
み
立
て
と
年
金
の
受
け
取
り

の
両
方
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
点
は
Ｄ
Ｂ
に
似
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て
い
る
が
、
給
付
水
準
は
保
証
さ
れ
て
い
な
い
。

・�　

リ
ス
ク
・
プ
レ
ミ
ア
ム
の
な
い
収
入
：
Ｄ
Ｂ
で
は
保

証
を
確
保
す
る
た
め
に
ス
ポ
ン
サ
ー
が
追
加
的
に
費
用

を
負
担
す
る
こ
と
が
あ
る
。
Ｄ
Ｃ
で
も
終
身
年
金
を
購

入
し
た
場
合
は
保
証
を
確
保
す
る
た
め
個
人
に
追
加
的

な
費
用
が
発
生
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
Ｃ
Ｄ
Ｃ
は
給
付

水
準
を
保
証
し
て
い
な
い
た
め
、
ス
ポ
ン
サ
ー
等
が
追

加
的
に
費
用
を
負
担
す
る
こ
と
は
な
い
。

・�　

長
寿
リ
ス
ク
の
分
担
：
Ｄ
Ｃ
で
は
加
入
者
は
自
分
の

年
金
口
座
を
自
分
で
管
理
す
る
。
加
入
者
は
自
分
の
寿

命
を
正
確
に
予
測
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
年
金

を
使
い
切
ら
な
か
っ
た
り
、
逆
に
資
金
不
足
に
陥
る
リ

ス
ク
が
あ
る
。
Ｃ
Ｄ
Ｃ
は
制
度
全
体
の
平
均
余
命
に
基

づ
い
て
年
金
を
支
払
う
こ
と
で
、
集
団
的
に
リ
ス
ク
を

管
理
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

・�　

投
資
戦
略
：
Ｃ
Ｄ
Ｃ
は
拠
出
す
る
個
人
と
受
給
す
る

個
人
が
混
在
し
て
い
る
た
め
、
Ｄ
Ｃ
よ
り
も
長
期
的
な

投
資
戦
略
を
取
る
こ
と
が
で
き
る
と
考
え
ら
れ
て
い

る
。

・�　

規
模
の
経
済
：
Ｃ
Ｄ
Ｃ
は
他
の
ス
キ
ー
ム
よ
り
も
大

き
な
規
模
と
な
る
可
能
性
が
あ
り
、
規
模
の
経
済
を
利

用
し
て
低
コ
ス
ト
で
投
資
で
き
る
可
能
性
が
あ
る
。

・�　

ス
ポ
ン
サ
ー
：
ス
ポ
ン
サ
ー
は
Ｄ
Ｂ
の
よ
う
に
将
来

的
に
資
金
が
不
足
す
る
リ
ス
ク
を
負
う
こ
と
な
く
、
退

職
後
の
収
入
と
な
る
年
金
を
加
入
者
に
提
供
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

　

一
方
、
主
な
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
デ
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、
以
下
の

点
が
挙
げ
ら
れ
る
。

・�　

収
入
の
減
少
：
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
給
付
水
準
は
保
証
さ
れ
て

い
な
い
た
め
、
加
入
者
に
支
払
わ
れ
る
年
金
が
減
少
す

る
可
能
性
が
あ
る
。

・�　

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
：
Ｃ
Ｄ
Ｃ
は
給
付
が
確
定
し

て
い
る
Ｄ
Ｂ
や
拠
出
が
確
定
し
て
い
る
Ｄ
Ｃ
よ
り
も
制

度
が
わ
か
り
に
く
く
、
加
入
者
へ
の
説
明
が
難
し
い
と
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考
え
ら
れ
る
。

・�　

移
管
：
Ｃ
Ｄ
Ｃ
か
ら
資
産
の
移
管
を
希
望
す
る
個
人

は
共
同
資
金
の
一
部
を
受
け
取
る
こ
と
に
な
る
。
期
待

余
命
の
短
い
個
人
が
Ｃ
Ｄ
Ｃ
か
ら
持
ち
分
全
額
を
移
管

す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
、
長
寿
リ
ス
ク
分
担
の
メ

リ
ッ
ト
が
失
わ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

・�　

世
代
間
の
リ
ス
ク
：
Ｃ
Ｄ
Ｃ
は
給
付
額
の
平
準
化
を

可
能
に
す
る
。
そ
の
一
方
で
世
代
間
の
不
公
平
が
生
じ

る
可
能
性
が
あ
る
。

・�　

不
利
に
な
る
加
入
者
：
長
寿
リ
ス
ク
分
担
の
結
果
、

加
入
者
に
よ
っ
て
は
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
に
加
入
し

て
い
た
場
合
よ
り
も
不
利
に
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
こ

れ
は
若
く
し
て
亡
く
な
っ
た
人
が
長
生
き
し
た
人
の
年

金
を
補
助
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
で
、
Ｄ
Ｂ
や
終
身
年

金
で
も
生
じ
て
い
る
。

三
、
デ
ン
マ
ー
ク
の
年
金
制
度

⑴　

年
金
制
度
の
概
要

　

デ
ン
マ
ー
ク
の
年
金
制
度
は
一
階
部
分
の
公
的
年
金
、

二
階
部
分
の
労
働
市
場
年
金
、
三
階
部
分
の
個
人
年
金
か

ら
な
る
、
三
階
建
て
の
構
造
に
な
っ
て
い
る
。
一
階
部
分

の
公
的
年
金
は
、
税
を
財
源
と
す
る
強
制
加
入
で
定
額
給

付
の
国
民
年
金
と
被
用
者
が
強
制
加
入
の
労
働
市
場
付
加

年
金
（A

rbejdsm
arkedets T

illæ
gspension

⑵

、
以
下

Ａ
Ｔ
Ｐ
）
か
ら
な
る
。
後
で
詳
述
す
る
が
、
こ
の
Ａ
Ｔ
Ｐ

が
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
性
質
を
持
っ
て
い
る
。
国
民
年
金
は
賦
課
方

式
、
Ａ
Ｔ
Ｐ
は
積
立
方
式
で
運
営
さ
れ
て
い
る
。
二
階
部

分
の
労
働
市
場
年
金
は
、
労
働
協
約
に
基
づ
い
て
設
定
さ

れ
る
職
域
年
金
で
、
財
政
方
式
は
積
立
方
式
で
あ
る
。
被

用
者
の
約
九
〇
％
が
こ
の
年
金
に
加
入
し
、
そ
の
資
産
総

額
は
四
兆
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
八
六
兆
二
八
〇
〇
億
円
）
以
上
で
、
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Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
一
・
六
倍
の
水
準
に
達
し
て
い
る
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
（
二
〇
二
三
））。
そ
し
て
、
三
階
部
分
の
個
人
年
金

は
、
保
険
会
社
や
銀
行
を
通
じ
た
制
度
で
、
任
意
加
入
で

あ
る
。
よ
っ
て
、
老
後
の
所
得
保
障
に
つ
い
て
は
公
的
年

金
と
労
働
市
場
年
金
が
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
こ

と
が
う
か
が
え
る
。

　

こ
う
し
た
デ
ン
マ
ー
ク
の
年
金
制
度
に
対
す
る
評
価
は

高
い
。
組
織
・
人
事
等
の
分
野
に
お
け
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
会
社
で
あ
る
マ
ー
サ
ー
と
Ｃ
Ｆ
Ａ
協
会
は
、
二
〇
二

三
年
一
〇
月
に
第
一
五
回
マ
ー
サ
ー
Ｃ
Ｆ
Ａ
協
会
グ
ロ
ー

バ
ル
年
金
指
数
（
Ｍ
Ｃ
Ｇ
Ｐ
Ｉ
）
の
ラ
ン
キ
ン
グ
を
発
表

し
た
。
こ
れ
は
四
七
の
国
と
地
域
を
対
象
に
、
十
分
性
、

持
続
性
、
健
全
性
の
観
点
か
ら
年
金
制
度
を
評
価
し
た
も

の
で
あ
る
。
こ
の
ラ
ン
キ
ン
グ
に
お
け
る
デ
ン
マ
ー
ク
の

順
位
は
三
位
で
あ
っ
た
。
な
お
、
一
位
は
オ
ラ
ン
ダ
で
、

イ
ギ
リ
ス
も
一
〇
位
と
い
う
こ
と
で
、
Ｃ
Ｄ
Ｃ
導
入
国
の

年
金
制
度
は
国
際
的
に
高
い
評
価
を
受
け
る
傾
向
が
あ
る

と
い
え
る
。
な
お
日
本
は
三
〇
位
で
あ
っ
た
。

　

ま
た
、
図
表
１
は
国
民
負
担
率
（
対
国
民
所
得
比
）
を

国
際
比
較
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
デ
ン

マ
ー
ク
の
国
民
負
担
率
（
対
国
民
所
得
比
）
は
六
五
・

九
％
で
フ
ラ
ン
ス
に
次
い
で
高
い
水
準
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
租
税
負
担
率
が
六
四
・
八
％
で
あ
る
の
に
対
し
て

社
会
保
障
負
担
率
は
わ
ず
か
一
・
一
％
で
あ
る
。
こ
こ
か

ら
、
公
的
年
金
を
含
む
社
会
保
障
制
度
の
財
源
の
ほ
と
ん

ど
が
税
で
賄
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
ま
た
図

表
に
は
示
し
て
い
な
い
が
、
租
税
負
担
率
の
内
訳
は
、
個

人
所
得
課
税
が
三
七
・
七
％
、
法
人
所
得
課
税
が
四
・

二
％
、
消
費
課
税
が
一
九
・
九
％
、
資
産
課
税
等
が
二
・

九
％
と
な
っ
て
お
り
、
租
税
負
担
の
中
心
が
個
人
所
得
課

税
で
あ
る
こ
と
も
特
徴
と
し
て
指
摘
で
き
る
。
ち
な
み

に
、
わ
が
国
の
租
税
負
担
率
（
二
八
・
二
％
）
の
内
訳
は

個
人
所
得
課
税
が
八
・
八
％
、
法
人
所
得
課
税
が
五
・

五
％
、
消
費
課
税
が
九
・
九
％
、
資
産
課
税
等
が
三
・
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九
％
で
あ
る
。

⑵　

国
民
年
金

　

こ
こ
か
らborger.dk

と
呼
ば
れ
る
デ
ン
マ
ー
ク
の
公

共
ウ
ェ
ブ
ポ
ー
タ
ル
サ
ー
ビ
ス⑶

の
一
部
で
あ
るLifeinde 

nm
ark.dk

、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
二
〇
二
三
）、
公
益
財
団
法
人

年
金
シ
ニ
ア
プ
ラ
ン
総
合
研
究
機
構
（
二
〇
二
二
）、
岩

田
（
二
〇
二
二
）
な
ど
を
も
と
に
デ
ン
マ
ー
ク
の
公
的
年

金
に
つ
い
て
説
明
し
て
い
く
。
ま
ず
⑵
で
国
民
年
金
を
取

り
上
げ
、
続
く
⑶
で
Ａ
Ｔ
Ｐ
を
取
り
上
げ
る
。

　

公
的
年
金
の
う
ち
、
国
民
年
金
は
強
制
加
入
で
税
を
財

源
と
す
る
賦
課
方
式
で
運
営
さ
れ
て
い
る
。
図
表
２
は
国

民
年
金
の
受
給
開
始
年
齢
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
受
給

開
始
年
齢
は
、
以
前
は
六
五
歳
で
あ
っ
た
が
、
徐
々
に
上

が
り
、
二
〇
二
四
年
現
在
は
六
七
歳
で
あ
る
。
そ
し
て
一

九
六
三
年
～
一
九
六
六
年
生
ま
れ
の
個
人
は
六
八
歳
、
一

九
六
七
年
生
ま
れ
以
降
の
個
人
は
六
九
歳
に
な
る
予
定
で

図表１　国民負担率（対国民所得比）の国際比較

国 租税負担率 社会保障負担率 国民負担率

デンマーク 64.8％  1.1％ 65.9％

日本 28.2％ 19.8％ 47.9％

アメリカ 23.8％  8.5％ 32.3％

イギリス 34.3％ 11.7％ 46.0％

ドイツ 30.3％ 23.7％ 54.0％

フランス 45.0％ 24.9％ 69.9％

スウェーデン 49.5％  5.1％ 54.5％

フィンランド 43.2％ 16.5％ 59.7％

ノルウェー 37.8％ 15.6％ 53.4％

（注１）�　日本は2020年度、他の国は2020年の値である。
（注２）�　租税負担率と社会保障負担率の合計が国民負担率である。
〔出所〕　財務省資料より作成
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あ
る⑷

。

　

国
民
年
金
を
受
給
す
る
た
め
に
は
、
デ
ン
マ
ー
ク
国
民

で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
外
国
籍
の
個
人
が

国
民
年
金
を
受
給
す
る
に
は
、
一
五
歳
か
ら
受
給
開
始
年

齢
に
達
す
る
期
間
の
う
ち
少
な
く
と
も
一
〇
年
間
は
デ
ン

マ
ー
ク
に
居
住
し
、
且
つ
受
給
開
始
年
齢
前
の
少
な
く
と

も
五
年
は
デ
ン
マ
ー
ク
に
居
住
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
、
な
ど
の
条
件
が
あ
る
。
満
額
を
受
給
す
る
に
は
四
〇

年
間⑸

の
居
住
が
必
要
で
、
四
〇
年
に
満
た
な
い
場
合
は
居

住
年
数
に
応
じ
て
減
額
さ
れ
る
。

　

国
民
年
金
は
基
礎
給
付
と
加
算
給
付
か
ら
な
る
。
図
表

３
は
国
民
年
金
の
給
付
額
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
単
身

者
の
場
合
、
基
礎
給
付
は
月
額
六
九
二
八
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
一

四
・
九
万
円
）、
加
算
給
付
は
八
〇
一
六
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
一

七
・
三
万
円
）
で
、
合
計
は
一
四
九
四
四
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
三

二
・
二
万
円
）
で
あ
る
。
ま
た
夫
婦
／
同
棲
カ
ッ
プ
ル

（
一
人
当
た
り
）
の
場
合
、
基
礎
給
付
は
単
身
者
と
同
額

図表２　国民年金の受給開始年齢

生年月日 受給開始年齢
1953年12月31日以前 65
1954年 1 月 1 日 -1954年 6 月30日 65.5
1954年 7 月 １ 日 -1954年12月31日 66
1955年 1 月 1 日 -1955年 6 月30日 66.5
1955年 7 月 １ 日 -1962年12月31日 67
1963年 1 月 1 日 -1966年12月31日 68

1967年 １ 月 1 日以降 69
（将来のインデクセーションによる）

〔出所〕　Lifeindenmark.dk より作成
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で
あ
る
。
加
算
給
付
は
四
一
〇
二
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
八
・
八
万

円
）
で
単
身
者
よ
り
低
い
水
準
に
な
っ
て
い
る
。
よ
っ
て

合
計
は
一
一
〇
三
〇
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
二
三
・
八
万
円
）
と
な

る
。
な
お
、
所
得
が
一
定
額
を
超
え
る
と
加
算
給
付
が
減

額
さ
れ
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
低
所
得
者

を
対
象
と
し
た
補
足
給
付
も
あ
る
。

　

国
民
年
金
はN

em
K

onto

に
直
接
支
払
わ
れ
る
。N

e 

m
K

onto

と
はEasy A

ccount

（
簡
単
な
口
座
）
と
い

う
意
味
で
、
全
国
民
に
付
番
さ
れ
た
Ｃ
Ｐ
Ｒ
番
号
（
国
民

識
別
番
号
）
に
紐
づ
け
ら
れ
た
銀
行
口
座
の
こ
と
で
あ

る
。
Ｃ
Ｐ
Ｒ
と
はCentral Person Register

の
略
で
あ

る
。
原
則
と
し
て
一
八
歳
以
上
の
す
べ
て
の
国
民
は

N
em

K
onto

を
持
つ
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
お
り
、

年
金
給
付
、
税
金
還
付
、
給
付
金
の
受
け
取
り
な
ど
に
使

用
さ
れ
て
い
る
。

図表３　国民年金の給付水準（2024年・月額）

単身者 夫婦／同棲カップル（一人当たり）

基礎給付 6,928DKK
（約14.9万円）

6,928DKK
（約14.9万円）

加算給付 8,016DKK
（約17.3万円）

4,102DKK
（約8.8万円）

合計 14,944DKK
（約32.2万円）

11,030DKK
（約23.8万円）

〔出所〕　Lifeindenmark.dkより作成
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⑶　

Ａ
Ｔ
Ｐ

　

Ａ
Ｔ
Ｐ
は
一
九
六
四
年
に
導
入
さ
れ
た
。
導
入
の
理
由

と
し
てA

ndersen and Skjodt

（2007

）は
当
時
の
年
金

の
水
準
が
低
か
っ
た
こ
と
を
挙
げ
て
い
る
。
Ａ
Ｔ
Ｐ
は
確

定
拠
出
型
で
財
政
方
式
は
積
立
方
式
で
あ
る
。
被
用
者
は

強
制
加
入
、
自
営
業
者
は
任
意
加
入
と
な
っ
て
い
る
。
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
二
〇
二
三
）
で
は
、
Ａ
Ｔ
Ｐ
は
ほ
ぼ
全
人
口
を

カ
バ
ー
し
て
い
る
と
指
摘
し
て
い
る⑹

。
加
入
者
は
労
働
時

間
に
応
じ
て
拠
出
を
行
う
。
図
表
４
は
私
的
部
門
の
拠
出

額
（
月
額
）
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
こ
か
ら
わ
か
る

と
お
り
、
拠
出
額
は
労
働
時
間
に
応
じ
て
四
種
類
あ
り
、

拠
出
額
の
三
分
の
一
を
被
用
者
が
、
三
分
の
二
を
雇
用
主

が
負
担
す
る
。
拠
出
額
が
最
も
高
い
の
は
、
労
働
時
間
が

月
一
一
七
時
間
以
上
の
場
合
で
、
被
用
者
の
負
担
が
九
九

Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
二
一
三
五
円
）、
雇
用
主
の
負
担
が
一
九
八

Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
四
二
七
一
円
）、
合
計
で
二
九
七
Ｄ
Ｋ
Ｋ

（
約
六
四
〇
六
円
）
と
な
っ
て
い
る
。

図表４　私的部門のATPの拠出額（2024年・月額）

労働時間 被用者（ 1 / 3 ） 雇用主（ 2 / 3 ） 合計

月117時間以上 99DKK
（約2,135円）

198DKK
（約4,271円）

297DKK
（約6,406円）

月78時間以上
-117時間未満

66DKK
（約1,424円）

132DKK
（約2,847円）

198DKK
（約4,271円）

月39時間以上
-78時間未満

33DKK
（約712円）

66DKK
（約1,424円）

99DKK
（約2,135円）

月39時間未満 0 DKK
（ 0円）

0 DKK
（ 0円）

0 DKK
（ 0円）

〔出所〕　Lifeindenmark.dkより作成
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Ａ
Ｔ
Ｐ
は
確
定
拠
出
型
で
あ
る
が
、
個
人
が
運
用
指
図

を
す
る
の
で
は
な
く
、
組
織
と
し
て
の
Ａ
Ｔ
Ｐ
が
一
括
し

て
資
産
運
用
を
行
う
。
こ
う
し
た
面
を
捉
え
てW

ilkin 

son

（2022
）で
は
、
デ
ン
マ
ー
ク
は
Ｃ
Ｄ
Ｃ
の
導
入
国
で

あ
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

　

T
he A

T
P Group

（2023

）
に
よ
る
と
、
投
資
資
産

総
額
は
二
〇
二
三
年
の
年
初
が
約
六
二
一
六
億
Ｄ
Ｋ
Ｋ

（
約
一
三
兆
四
〇
七
九
億
円
）
で
年
末
が
約
六
六
三
四
億

Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
一
四
兆
三
〇
九
五
億
円
）
で
あ
る
。
ま
た
、

二
〇
二
三
年
の
運
営
活
動
費
は
二
億
一
四
〇
〇
万
Ｄ
Ｋ
Ｋ

（
四
六
億
一
五
九
八
万
円
）
で
、
こ
れ
は
加
入
者
1
人
あ

た
り
に
す
る
と
三
八
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
八
二
〇
円
）
に
な
る
。

さ
ら
に
、
資
産
に
対
す
る
年
間
管
理
費
お
よ
び
投
資
費
用

の
割
合
は
〇
・
三
〇
％
で
、
デ
ン
マ
ー
ク
国
内
だ
け
で
な

く
国
際
的
に
み
て
も
低
い
経
費
レ
ベ
ル
で
あ
る
と
し
て
い

る
。

　

積
立
金
の
八
〇
％
は
生
涯
に
わ
た
っ
て
年
金
を
確
実
に

支
払
う
こ
と
を
目
的
に
低
リ
ス
ク
の
資
産
に
投
資
さ
れ
、

残
り
の
二
〇
％
に
つ
い
て
は
リ
ス
ク
を
取
っ
て
収
益
を
獲

得
す
る
た
め
の
投
資
が
行
わ
れ
て
い
た⑺

。
た
だ
し
、
二
〇

二
二
年
に
八
〇
％
の
部
分
が
さ
ら
に
六
〇
％
の
部
分
と
二

〇
％
の
部
分
に
分
か
れ
、
前
者
は
低
リ
ス
ク
の
資
産
に
投

資
さ
れ
、
後
者
は
よ
り
リ
ス
ク
の
あ
る
資
産
に
投
資
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

Ａ
Ｔ
Ｐ
の
受
給
開
始
年
齢
は
国
民
年
金
と
同
じ
で
あ

る
。
給
付
額
は
拠
出
総
額
、
運
用
収
入
、
退
職
時
点
の
平

均
余
命
か
ら
算
定
さ
れ
、
運
用
成
果
が
良
好
で
あ
っ
た
場

合
に
は
追
加
的
に
給
付
が
増
額
さ
れ
る
。Lifeindenm

 

ark.dk

に
よ
る
と
、
二
〇
二
四
年
の
最
高
給
付
額
（
年

額
）
は
二
六
六
〇
〇
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
五
七
・
四
万
円
）で
あ

る⑻

。ま
た
、
二
〇
二
四
年
に
お
け
る
Ａ
Ｔ
Ｐ
の
年
額
が
三

三
〇
〇
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
七
・
一
万
円
）
よ
り
多
い
場
合
は
毎

月
年
金
が
支
払
わ
れ
、
三
三
〇
〇
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
七
・
一
万

円
）
以
下
の
場
合
は
一
括
で
支
払
わ
れ
る
。
Ａ
Ｔ
Ｐ
は
国
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民
年
金
と
同
様
、N

em
K

onto

に
支
払
わ
れ
る
。

　

T
he A

T
P Group

（2023

）
に
よ
る
と
、
二
〇
二
三
年

に
年
金
受
給
者
に
な
る
個
人
が
一
八
歳
か
ら
フ
ル
に
拠
出

し
続
け
て
い
た
と
す
る
と
、
そ
の
総
額
（
雇
用
主
負
担
を

含
む
）
は
一
一
二
〇
〇
〇
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
二
四
一
・
六
万

円
）
に
な
る
。
そ
し
て
六
七
歳
か
ら
Ａ
Ｔ
Ｐ
を
満
額
で
二

〇
年
間
受
給
し
た
場
合
の
給
付
総
額
は
五
四
六
〇
〇
〇
Ｄ

Ｋ
Ｋ
（
約
一
一
七
七
・
七
万
円
）
に
な
る
。
こ
う
し
た
数

値
例
か
ら
、
Ａ
Ｔ
Ｐ
で
は
多
く
の
場
合
、
給
付
総
額
が
拠

出
総
額
を
上
回
る
と
し
て
い
る
。

　

図
表
５
は
、
二
〇
二
四
年
に
お
い
て
単
身
者
が
公
的
年

金
を
満
額
受
給
し
た
場
合
の
年
額
を
示
し
た
も
の
で
あ

る
。
国
民
年
金
の
給
付
水
準
は
単
身
者
で
満
額
の
場
合
、

月
額
一
四
九
四
四
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
三
二
・
二
万
円
）
な
の

で
、
年
額
一
七
九
三
二
八
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
三
八
六
・
八
万

円
）
で
あ
る
。
Ａ
Ｔ
Ｐ
の
年
間
最
高
給
付
額
は
二
六
六
〇

〇
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
五
七
・
四
万
円
）
で
あ
る
か
ら
、
両
者
を

図表５　単身者の公的年金の給付水準（年間・満額）

給付額

国民年金 179,328DKK（約386.8万円）

ATP 26,600DKK（約57.4万円）

合計 205,928DKK（約444.2万円）

〔出所〕　各種資料より筆者作成
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比
較
す
る
と
Ａ
Ｔ
Ｐ
の
水
準
は
国
民
年
金
に
比
べ
て
か
な

り
低
い
こ
と
が
わ
か
る
。
ま
た
国
民
年
金
と
Ａ
Ｔ
Ｐ
、
つ

ま
り
公
的
年
金
を
満
額
受
給
す
る
と
年
間
二
〇
五
九
二
八

Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
四
四
四
・
二
万
円
）
と
な
る
。
国
民
年
金
、

Ａ
Ｔ
Ｐ
と
も
に
報
酬
比
例
で
は
な
い
。
し
か
も
低
所
得
者

に
は
補
足
給
付
も
あ
る
の
で
、
公
的
年
金
の
再
分
配
効
果

は
か
な
り
高
い
と
考
え
ら
れ
る
。

四
、
ま
と
め

　

本
稿
で
は
、
デ
ン
マ
ー
ク
の
Ｃ
Ｄ
Ｃ
、
す
な
わ
ち
Ａ
Ｔ

Ｐ
を
中
心
に
デ
ン
マ
ー
ク
の
公
的
年
金
制
度
に
つ
い
て
み

て
き
た
。
Ａ
Ｔ
Ｐ
の
概
要
お
よ
び
特
徴
を
ま
と
め
る
と
以

下
の
よ
う
に
な
る
。

　

①�　

Ａ
Ｔ
Ｐ
は
確
定
拠
出
型
で
積
立
方
式
の
公
的
年
金

で
あ
る
。
被
用
者
は
強
制
加
入
、
自
営
業
者
は
任
意

加
入
で
、
ほ
ぼ
全
人
口
を
カ
バ
ー
し
て
い
る
。

　

②�　

拠
出
額
は
加
入
者
の
労
働
時
間
に
応
じ
て
決
ま

る
。
運
用
は
組
織
と
し
て
の
Ａ
Ｔ
Ｐ
が
一
括
し
て
行

う
。
給
付
額
は
拠
出
総
額
、
運
用
収
入
、
退
職
時
点

の
平
均
余
命
か
ら
算
定
さ
れ
、
運
用
成
果
が
良
好
で

あ
っ
た
場
合
に
は
追
加
的
に
給
付
が
増
額
さ
れ
る
。

　

③�　

多
く
の
場
合
、
個
人
は
拠
出
額
を
上
回
る
給
付
額

を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
拠
出
額
と

給
付
額
の
水
準
は
、
共
に
高
い
と
は
い
え
な
い
。

　

④�　

積
立
金
の
八
〇
％
は
生
涯
に
わ
た
っ
て
年
金
を
確

実
に
支
払
う
こ
と
を
目
的
に
低
リ
ス
ク
の
資
産
に
投

資
さ
れ
、
残
り
の
二
〇
％
に
つ
い
て
は
リ
ス
ク
を

取
っ
て
収
益
を
獲
得
す
る
た
め
の
投
資
が
行
わ
れ
て

い
た
。
た
だ
し
、
二
〇
二
二
年
に
八
〇
％
の
部
分
が

さ
ら
に
六
〇
％
の
部
分
と
二
〇
％
の
部
分
に
分
か

れ
、
前
者
は
低
リ
ス
ク
、
後
者
は
よ
り
リ
ス
ク
の
あ

る
資
産
に
投
資
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

⑤�　

Ａ
Ｔ
Ｐ
の
投
資
資
産
総
額
は
約
六
六
三
四
億
Ｄ
Ｋ
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Ｋ
（
約
一
四
兆
三
〇
九
五
億
円
）
で
あ
る
。
運
営
コ

ス
ト
は
低
い
。

　

そ
の
ほ
か
、
年
金
制
度
全
体
の
概
要
お
よ
び
特
徴
は
以

下
の
と
お
り
で
あ
る
。

　

①�　

デ
ン
マ
ー
ク
の
年
金
制
度
は
一
階
部
分
の
公
的
年

金
、
二
階
部
分
の
労
働
市
場
年
金
、
三
階
部
分
の
個

人
年
金
か
ら
な
る
、
三
階
建
て
の
構
造
に
な
っ
て
い

る
。
老
後
の
所
得
保
障
に
つ
い
て
は
公
的
年
金
と
労

働
市
場
年
金
が
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
こ
と

が
う
か
が
え
る
。

　

②�　

国
民
年
金
と
Ａ
Ｔ
Ｐ
は
と
も
に
所
得
比
例
で
は
な

い
。
さ
ら
に
低
所
得
者
を
対
象
と
す
る
補
足
給
付
も

あ
る
た
め
、
公
的
年
金
の
再
分
配
効
果
は
高
い
と
考

え
ら
れ
る
。

　

③�　

全
国
民
に
付
番
さ
れ
た
国
民
識
別
番
号
に
紐
づ
け

ら
れ
た
銀
行
口
座
（N

em
K

onto

）
が
あ
り
、
年
金

の
給
付
な
ど
に
使
用
さ
れ
て
い
る
。

（
注
）

⑴　

本
稿
で
は
デ
ン
マ
ー
ク
の
Ｃ
Ｄ
Ｃ
を
取
り
上
げ
る
。
山
田
（
二
〇

二
三
）
で
は
イ
ギ
リ
ス
の
Ｃ
Ｄ
Ｃ
を
取
り
上
げ
て
い
る
。
同
じ
Ｃ
Ｄ

Ｃ
を
テ
ー
マ
と
し
て
い
る
た
め
、
本
稿
の
一
～
二
節
と
山
田
（
二
〇

二
三
）
の
二
節
で
、
そ
の
内
容
に
重
複
す
る
部
分
が
あ
る
こ
と
を
お

断
り
し
た
い
。

⑵　

英
語
で
はLabour M

arket Supplem
entary Pension

と
い
う

意
味
に
な
る
。

⑶　

こ
の
公
共
ウ
ェ
ブ
ポ
ー
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
は
二
〇
〇
七
年
か
ら
運
用

さ
れ
て
い
る
。

⑷　

支
給
開
始
年
齢
は
二
〇
三
〇
年
か
ら
六
八
歳
、
二
〇
三
五
年
か
ら

六
九
歳
に
な
る
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
二
〇
二
三
））。

⑸　

二
〇
二
五
年
七
月
一
日
以
降
は
、
一
五
歳
か
ら
受
給
開
始
年
齢

（
公
的
退
職
年
齢
）
ま
で
の
一
〇
分
の
九
に
変
更
さ
れ
る
。

⑹　

T
he A

T
P Group

（2022

）
で
は
、
二
五
歳
か
ら
六
〇
歳
の
デ
ン

マ
ー
ク
国
民
の
う
ち
八
八
％
が
Ａ
Ｔ
Ｐ
に
拠
出
し
て
い
る
と
指
摘
し

て
い
る
。

⑺　

積
立
金
運
用
組
織
と
し
て
の
Ａ
Ｔ
Ｐ
に
つ
い
て
議
論
し
た
も
の
と

し
て
、
瀧
（
二
〇
〇
八
）、
樺
山
（
二
〇
二
〇
）
が
あ
る
。

⑻　
T

he A
T

P Group

（2023

）
に
よ
る
と
、
二
〇
二
三
年
の
Ａ
Ｔ
Ｐ

の
年
間
平
均
給
付
額
は
一
六
六
〇
〇
Ｄ
Ｋ
Ｋ
（
約
三
五
・
八
万
円
）

で
あ
る
。
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